東京都として「少人数学級」の実施を求める意見書（案）

　全国４５の道府県で少人数学級の実施が広がり、優れた成果を挙げている中、文部科学省の「協力者会議」は、小学校低学年では学習と生活の両面から少人数学級が有効であると奨励しました。また、中教審も「学級編成にかかわる学校や区市町村教育委員会の権限と責任を拡大する必要がある」と答申しています。

しかし、東京都は国の動向を注視するとしながら、引き続き習熟度別指導と少人数指導に固執し、「学習と生活」の面での問題を理由に少人数学級を拒否し、加配教員の少人数学級への活用も同意しないというこれまでの態度は変えていません。

一方、都内の各区市町村では、学級編成権の区市町村への拡大の動きを積極的に評価し、歓迎しています。

　そもそも教育は、子ども一人ひとりに働きかけ、その人間的な成長を助ける営みです。その条件を広げる少人数学級の早急な実現に向けて、東京都が積極的な役割を果たすよう強く求めます。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

2005年11月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　

目黒区議会議長　宮沢信男

  東京都知事

東京都教育委員会委員長　あて

公立・私立保育所への都加算補助の存続・拡充を求める意見書（案）

　東京都児童福祉審議会は、昨年５月６日、石原知事に提出した「都市型保育サービスへの転換と福祉改革」と題する報告書（意見具申）で、保育所都加算補助の「見直し」を提言しました。これを受けて、東京都は認可保育所の保健師、栄養士、調理師などを増配置する都加算補助をなくし、「子育て推進交付金」（仮称）に再構築しようとしています。都加算補助は、東京のすべての公私立保育所の一定水準の確保のために大きな効果を発揮してきたものであり、補助が廃止されれば現行職員の配置ができなくなります。子どもの処遇に大きな影響を与えるとともに、自治体ごとの保育水準の格差拡大や後退が起こるのではないかと関係者から懸念する声が上がっています。

　あまりにも不十分な国基準を補い、東京都において望ましい保育水準を確保するためになくてはならない補助金の継続を強く求めます。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

2005年11月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京都目黒区議会議長　宮沢信男

  東京都知事　あて

憲法９条の改悪に反対する意見書（案）

憲法９条には、日本国民が経験した第２次世界大戦中の痛恨の歴史とその反省が込められています。日本政府は侵略戦争を拡げ２千万人をこえるアジア諸国民と３１０万人にのぼる日本国民の犠牲者を出しました。

戦後６０年間、どの国とも戦争せず、殺しあうことがなかったのは、侵略戦争の歴史と反省のうえに定められた憲法９条があったからこそです。

政府は、これまでに、さまざまな自衛隊の海外派兵法をつくってきましたが、海外での武力の行使だけは、こえられない一線でした。「周辺事態法」「テロ特措法」「イラク特措法」など、どの海外派兵法も、「武力による威嚇又は武力の行使」は、明文的に禁止されています。海外での武力の行使の「歯止め」となってきたのが、憲法９条、とりわけ「戦力保持の禁止」と「交戦権の否認」をさだめた９条２項です。

政府は自衛隊について、「わが国の自衛のための必要最小限度の実力組織であり、憲法９条が禁止している戦力にはあたらない」ことを建前としてきました。政府は、この建前から出てくる結論として、「武力行使を目的とした海外派兵」「集団的自衛権の行使」「武力行使をともなう国連軍への参加」は、憲法上許されないということを公式の見解としてきました。

憲法９条２項を改変、削除し、「自衛軍の保持」などを書き込んだとたんに、この「歯止め」はとりはらわれ、海外での武力の行使に道が開かれてしまうことは明らかです。

アメリカの先制攻撃の戦争に参戦するために、自衛隊を「戦争のできる軍隊」にし、日本を「戦争をする国」につくりかえることは、「もう戦争はしない」という世界への約束を破り、世界の国々から信頼される根拠を失うことになります。

よって目黒区議会は、「平和憲法を擁護し、核兵器のない平和都市であることを宣言」している自治体として、憲法９条を改変しないよう強く求めるものです。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

２００５年１１月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目黒区議会議長　宮沢信男

内閣総理大臣

内閣官房長官

外務大臣

防衛庁長官

衆議院議長

参議院議長　　　あて
所得税増税に反対する意見書（案）

政府税制調査会はことし６月、サラリーマン増税を柱とする個人所得税に関する報告を公表しました。報告書は、所得税・個人住民税の定率減税の廃止を明言するとともに、配偶者控除や扶養控除の廃止、給与所得控除の縮小を盛り込むなど、サラリーマン世帯を中心に大幅な負担増を強いるものとなっています。
　報告書では「様々な歪み、不公平を是正し、公平・中立・簡易な税制を構築していかねばならない」としながら、その実態は勤労者世帯を狙い打ちしたものです。もしこれが実施されれば、定率減税の廃止による増税額は３.３兆円、配偶者控除や扶養控除の廃止を合わせると６.４兆円もの増税となり、増税の８割がサラリーマン世帯にのしかかることになります。
　２００６年度税制改正で所得税・住民税の定率減税の全廃を決める動きが強められていますが、そもそも１９９９年の定率減税の導入時は、法人税や住民税の最高税率の引き下げも実施されており、景気回復を理由に定率減税を廃止するのであれば大企業減税や高額所得者の減税も当然見直されるべきです。しかし、政府税調の増税計画は、これらを温存したままサラリーマンなどの庶民増税が中心であり、到底国民の理解と納得を得られるものではありません。
　すでに、配偶者特別控除の廃止、老年者控除の廃止などによる増税は、年間３.５兆円にものぼっており、これ以上の増税は家計に深刻な影響を与えるだけでなく、日本経済の回復にとっても深刻な打撃になりかねないものです。政府は、庶民増税路線を中止し、不要不急の大型公共事業の見直しや、大企業減税の見直しになどよる税制改革へと方針の転換を図るべきです。
よって、目黒区議会は、定率減税の全廃、各種控除の縮小・廃止など所得税増税に反対します。
　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。
平成１７年１１月　　日 
目黒区議会議長　宮沢信男

内閣総理大臣　　　　
財務大臣
衆議院議長
参議院議長　　　あて
生活保護費国庫負担割合の堅持を求める意見書（案）

生活保護制度は、憲法第２５条の理念に基づき健康で文化的な最低限度の生活をすべての国民に対して保障する、社会保障の根幹をなす制度です。こうしたナショナルミニマムの確保について、生活保護法は第１条において国の責務を明確に規定しています。したがって、制度本来の趣旨に照らすならば、その財政責任のすべてを国が義務的に負うべきものです。

国は、平成１５年暮れ、三位一体改革の名の下に生活保護費の国庫負担割合を３分の２に引き下げる方針を唐突に示しましたが、地方の強い反対を受けて、見送りを余儀なくされました。その後、平成１６年１１月の政府・与党合意に基づき、地方団体関係者が参加する協議機関を設置し、本年4月からその協議の中で、近年の保護率の上昇が地方の努力不足に起因するかのごとき現場の状況を理解しない厚生労働省の不当な主張は明確な論拠を欠くものであることが明らかにされつつあります。

しかるに厚生労働省は、その議論を踏まえることなく、再び突然、全く新たな提案として国の負担分の都道府県への転嫁、さらに住宅扶助等の一般財源化という主張を付け加え、更なる国の負担縮小をしようとしています。

生活保護は、国民生活の基盤を支える最後のセーフティネットとして等しく平等に保障されなければなりません。国は、「地方の裁量の拡大」と称して保護基準の設定等を地方に委ね、それとともに地方の財政負担を一層拡大しようとしていますが、そもそも生活保護の基本的な仕組みが全国一律に構築すべきものである以上、それに関わる事務は国が責任を持つべきものです。それを地方に肩代わりさせることは、二重の意味で責任の放棄と言わざるを得ません。

今、必要なことは、地方の意見を真摯に聞きつつ、国の責任において生活保護制度の自立助長機能の強化や医療扶助の適正化などの諸課題に取り組み、国家制度として生活保護制度を抜本的に改革していくことです。

これまでの協議会での地方側意見の尊重を強く求めるとともに、生活保護にかかる国庫負担割合の堅持を要望いたします。

平成１７年１１月　　日 
目黒区議会議長　宮沢信男

内閣総理大臣

厚生労働大臣　　　　あて


横田基地をはじめとする米軍基地の再編・強化を止め、縮小・撤去するこ　　　　　とを求める意見書（案）

２００５年２月と１０月におこなわれた日米安全保障協議委員会(2プラス2)の共同文書には、「日米同盟の変革と再編」という名で、「日米同盟」の地球的規模への拡大という方向を、さらに大きくおしすすめる重大な内容が盛り込まれました。また、１１月１６日の日米首脳会談は、この方向を推進することを確認し合いました。

米軍と自衛隊が一体になって海外での共同作戦を可能にする態勢づくりとして、司令部機能の統合、基地の共同使用、共同演習の拡大などとともに、在日米軍基地の機能の強化・永久化がすすめられています。

沖縄の海兵隊のための新基地建設、横須賀基地への原子力空母の配備、山口県岩国基地への空母艦載機の移転など、いますすめられている基地増強計画に共通しているのは、陸海空・海兵隊の、海外への出撃機能を一段と強化することです。

また、キャンプ座間に米陸軍の新しい司令部を移設するとともに陸上自衛隊の新たな戦闘司令部を設置し、横田基地の在日米空軍司令部に航空自衛隊の戦闘部隊を統括する司令部を併置するなど、在日米軍と自衛隊との司令部機能の統合がすすめられようとしています。

このような米軍基地再編・強化に対し、これまで苦しみ続けてきた全国各地の米軍基地を抱える自治体からは、一斉に、反対する意見が出されています。

よって目黒区議会は、在日米軍基地の再編・強化を止め、基地縮小・撤去へと向かわせるよう強く要望するものです。
　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。

　　平成１７年１１月　　日 
目黒区議会議長　宮沢信男

内閣総理大臣
総務大臣
外務大臣
防衛庁長官
防衛施設庁長官　　　あて
　 　
